
扮コハク酸ニナトリウム六水和物（CAS61α；・21－4）について、以下の意見を提出いたします。  

川崎イ助ミ製造しているコハク酸ニナトリウム六水和物（CAS61（お－21・4）は既存化学物質であり、今回の リスト」に掲載されております。また、  
コハク酸ニナトリウム大水和物の国際的情報収集状況の柵楓空柵で安全性データがないことが示されておりま一九一方、コハタ酸ニナトリウム六水和物の無水物であるコハ  
ク酸塩（Na、鳳．K）CAS150－90－3）は、安封生デー一夕（OEC工）HPVSIAM16）が揃っています。よって両物質の安全性データは同等と考え、コハク酸ニナトリウム六水  

和物の安封生デ」タもORCD評価済みと位置付けていただきたし㌔   

18  ＜イ    ロ  と既存化学物質の安全性結果の解釈に関する一般的意見＞   川本プログラムは安全性情報の収集・発信を目的としたものであり、そ  
（カJPチャレンジプログラムは、既存化学物質の安全性情報の整備を世界的に受け入れ性が高いOECD－HPVガイドラインに沿って行うという点、及び、その作業を官民  の成果は化学物質の自主管理、リスクコミュニケーション、各種法制度  

の連携で自主的に進めるという点そしてその成果を広く国民に知らせるという点、いずれも時勢に即した考え方であり、高く評価しており、また、弊社と致しましては、出  における安鍼平価などへの活用が期待されます。データの収集された  
来るだけ協力する所存でれ ところで、このチャレンジプログラムで得られるデータの取扱いについてですが、化学物質によってlシ、ザードデータとして高い寺性を示すもの  物質の法的取扱いは、それぞれの法制度の運用において、適切に判断さ  

が出てくる可能性もあり得ます8その場合、これらの毒性データだけで当物質の今後の法的取扱い等を決めてしまわれないように希望します。その理由は、当該化学物質は  れることとなると考えております。  

既に市執こ流通し、一定の自主的管理のもと、取り扱われてきたという経緯と現実があるからで九当該化学物質が製急流通を含めて適正に管理されているかを慎重に見極  
めて、今後の取扱いが決められるべきものと考えます。  （カ経済産業省が実施している化学物質の製造・輸入量に蘭する実態調査  

は、既存化学物質の安全性点検を効果的に行うとともに化悪法の運用を  
（2）mプログラムの概要について肥3 吃）プログラムの流れ／／事業者によるスポンサー表明）について  適切に行っていくこと、OECI）における大量生産化学物質の点検作業  

本提案内容を見ていると、「スポンサー募集時」に「コンソーシアム」として、スボンサ、「表明を行うことになっております。しかしながら、ある特定のCAS番号に対して、  が各国協調して実施されており、本作菓に我が国も参加し、国際的に貢  

「どの企業がその化学物質を製造しているか？」という事は、同業者であっても情報入手・確定は困難です∴理由は、1つの化学物質でも複数のCAS番号が付与されている堤  献すること等を目的としております。また、調査縫製且個別企業の秘  

食もあり、当該CAS番号を同業者が使用しているが確信’を持てないという事情があるからでれまた、もっとわからないのが「輸入者」の情報ですこ湾外の同業他社が  密が保護されるよう配慮して化学物質毎の集計値を公表しておりますも  

日本に当該（泊S番号の化学物質を持ち込んでいるのか？或いは、どのくらいの土を持ち込んでいるのか？は、知る術がありません円）。従って、「コンソーシアムを形成して  Mヒ学物質の製造・輸入量に関する 調査実施要観」平成14年9月）  

登録」という過程は、考えることは出来ても、現実には、稼動しにくい比組みであると思われます。どの会社がどのCAS番号の物質を製造・輸入しているかか情報は、国が  M番号は、同番号が産業界において、また国際的にも物質を把握  

有しているわけ‾ぐナが、その情報は企業の営巣上の秘密に相当すると考えられるため、国も安易に公表することもできないと．即：オします（特に、今回の化学物質リストは、平  する手段として広く用いられていることからこれを使用することとし  

成13年度に経済産業省が行った製造・輸入量調査に基づいており、この調査時に“このような目的に使用するこど及びその情報を元にして加工された情報が公開される  たものでれ異なるCAS番号を使用していたとしても、同一物質であ  
こどについての事前説明と承諾がなされていない）。解決方法の一案を示します。   れば、事業者の方々が共同して情報収集にあたっていただくことが可能  

で‾㍍同「物質につき複数のCAS番号が使用されているようであれば、  
1）一一っのCAS番号に対して敵の「スポンサー表明」があった場合、職7の“データベースを構築し情報を発骨の項では、「公表形式欝については、わかりやすさ等を配   政府事務局までご適格ください。なお、ご指摘のデータベースは、収集  

慮し、今後検討を行う」となっておりますが、公表時に複数の企業からの「スポンサー表明」があった事実のみを記載しますこ   された安全性情報を発信するために今後構築を予定しているものであ  
2）一方、各事業者がスポンサー表明する際‘当該（姐S番号について複数の表明があった場合、コンソーシアム形成を考慮するかどうか？■，の確認を行います。   り、ご提案のようなコンソーシアム形成支援のため利用することは困難  
3）スポンサー表明をした複数の事業者のうち“考慮する”と回答した会社が2社以上になった場合、それぞれの担当者の連絡先を国が情報提供します。   であると考えております。コンソーシアム形成については、事菓者団体  
4）その後は、両事業者の担当者レ′勺レで検討を行い、コンソーシアム形式を選択するか？個別に進めるか？は、両事業者の思惑に任せる。   に相談窓口が設置される予定と聞いておりますので、そちらにご相談下  

さい。  

というやり方は如何でしょうか？  また、本プログラムは、事業者に自主的に参加していただくものであ  
もし、†コンソーシアムが形成」された場合には「コンソーシアム」として記載する。この際、JPチャレンジプログラムは「自主的括軌ですので、国の強制力が働かな  り、コンソーシアムの形成に国が関与すべきものではないと考えており  

いようにすることと自主的活動であるが故「公正取引の阻害㈱」に抵触しない仕組みを国に整備していただきたいと思います。   ますも  
★1）事業者Aが今回のリストで安全性が確許されていない172の化学物質のうち1つを1〔X仇以上輸入しており、かつ、その化学物質を「反応原料として自社内で全量消  

本プログラムでは、化学物質の安分封青報収集に対する企業の前向き      資す‾る湯乱や「最終製品に全量配合する堤軋、当該化学物質を絶入したことを知ることが出来るのは、事業者Aと報告を受けた国のみになります。一方、当掛ヒ学物質を日  

本で少量（数tとか数1仇とか）製造している事業者Bは、事業者Aが「スポンサーー表明」しない限り、当院†ヒ学物質について「コンソーシアム形成」したくても相手を見つ  な取組を横陸的に応援する観点から、スポンサー名を公表することとし  

け出すことは出来ませんも   ています二匿名でのスポンサー表明は経められませんが、会社名の公表  
「表明の有無」Iま必須ですが、事業者名が公にされなくても全く差し支えない事と考えます。もちろん、国はどの事業者がスポンサーになっているかを知っているわけですの  を希望されない場合は、スポンサー登執こ際し、その理由を明記すると  

で、進捗状況の把匡にも不都合が生じません「スポンサー表明」時に、「事業者名」を開示したくない事情がある場合貴臥「匿名」或いは「スポンサー有り」という選択肢を  ともに、希望する公表名（例えば「××工業会傘下企業」等）を記載し  

認めて欲しいと考えます。「スポンサー有り」という表現では、不十分とお考えの場合には、その理由を今回のパブコメ対象文書に基づきお教えください。   てくださしヽスポンサー名の公表は、希望される名称で行われます。（詳  

★カ上記に記しました「事業者名を開示したくない事情」について、2例説明致しますゝ   しくはプログラム実施要領をご参照下さい。）  

A．化学物質の製造は、以下のような形態が存在します（これだけではないと居います）。  

1） 幸美者が自前の設備で製造する場合  

2） 事業者が製造委託先に依頼して、自社では製造せず、全量購入する場合  

3）事業者と（海外を含む）他の事業者が、合弁会社を作り、製造する場合  

4） 幸美者が所有する関連子会社で製造する場合  

どこでどのように化学物質を製造しているか？という情鰍も製造コストにも関わる企業秘密に属するもので丸また、2）3）の場合は、過去に締結した「秘密保持契約」  

に抵触する場合も出てきますニ「秘密保持契約」を見直すためには、契約に関わる全ての会社が法的な観点より新たな作業を行うことになり、負担増になる可能性も考えられま  
‾九  
B・当該化学物質がイ科学的板胞こ基づかない中隊（風評被害）を受けている場合、ある事業者が「スポンサー表明」したことにより、事業者名が公表され、当該事業者のイ  

メージグウンを含めた不必要なリスク（NGO・メディアによる攻撃等）  



（釦Ⅱ．プログラムの概要P3（カプログラムの流れa番 スポンサーによる情報の収集及び報告について  （甜その性質に曇り試験実施が困難である化学物質の試験方法について  

は、個別に政府事務局までご相談下さレ㌔必要に応じて政府が委嘱する  
専門家と話し合いを行う機会を設けることも検討します。  

りますが、このような場合、どのように考えるべきでしょう力も pHを訴整せれ安全性轍を実施する判断もあるかも知れませんが、 

を実飴することは不可能と言わざるをえません。この例のように、「搬物質の性質により、有効な安全闇青報が取得できる可能性がほと 

（仰チャレンジプログラム  リスト（案）について  （㈹当該CAS番号の取扱い等につき具体的に決定されましたら政府事  

（…闇 732粥－89唱：アルカノ「ル（C＝12－16）モノ硫酸エステルNa塩   務局までご産経くださレ㌔  

されたと考えております。当該化学物質のアルキル鎖長はC12からC16であり、ASコンソーシアムの対象範囲に入っていることから、実質的は個別にデータ取得・IXX退IER  

作成は不必要と考えられます。また、当該（旭S番号は、現在、ASコンソーシアムへの登録申請中‾耽  

（獅91別4・執｝3：アルキル（C＝1計15）リン酸エステルK塩  （闇物質の選定につきましてlも政府事務局まで値別にご相談くだ  
CAS97468・13・8 ニアルキル（C＝9・11）リン酸エステルK塩   

今回のリスト作成における製造量は、平成13年に撞産省が実施したイ、      平成14年公表：官報表示番号で実施）を元に作成されたと聞いております。一方、今  
回のJPチャレンジプログラムでは、CAS番号による分類が当てはめられています。これは、世界的なHI】Ⅴ活動は、全てCAS番号で実施されているので、適切な判断と思  

を検討中であり、EHfV対象物質には才叫乱nチャレンジプログラム対象物賢と重複するものがあります。重複する拗酎こついては、EHPV計画を提出することで、スボンサ  

十表明に代えることが可能でしょうれ   

但）本プログラムは、事業者に自主的に参加していただくものであり、  

コンソーシアムの形成及び事業者間の分担は参加する事業者間で協議  

なお、コンソーシアム形成については、事業者団体書こ相談窓口が設置  

【推定生産数豊 推定国内版売量   される予定と聞いておりますので、そちらにご相談下さい。  



精工  ●  ●  

OECD／HPVプログラムがスタートした当初、甲杜の前身である丙社と弊社の協同で安全性の確認を実施しようとの相談を始めていたが、丙社が買収・合併されて甲社  

に変わったため、その後の交渉は中断してしまった。また、米国の乙社も丁杜から戊社を経て現在の乙社になっている。  
以上のように、弊社の2～3倍量を生産している2社が未だにOECt）／HPVやUS・HPVチャレンジに参加していないのは、ここ数年のM＆Aにより企業母体が変遷  

したためと思われます。  
弊社は海外2社と比較しても企業規模が小さい中小企業であり、価格焼争奪においても非常に厳しいのが現状です。  

従って、弊杜としては3社で協力分担して安全性の点検を実施出来れば有り熟、と思っているが、弊社のような中小企業では次々とM＆Aを繰返すような2社とはなかなか  

コンタクトをとることは難しいので、政府の後押し援助等を切にお辟いしたV㌔  

◆事務局注：ご意見中、他の製造■輪ノ唱嘩諸名称については「甲触のように、一事業者当たりの製造・輸入量については「●トン」のように伏せ字にしました。   

21  （D官脚尉      収集・発信プログラム」は、国の化学物質政策に関する基本璽念と、その枠組み、すなわち、情報収集、安全性評価L法桝那花、実施租乱  （山本プログラムでは、鮒ヒ学物質の安全性情報の収集と発信を目的と  
実施蝕スケジュール、等明確にされた上で、諭されるペきである。ところが、国の既存化学物質に関する政策の理念と枠組み及びスケジュ←リレは明確には示されていな  しており、その枠組み、対象となる化学物質、スケジューソレ等について  
レ㌔どのような理念に基づいて、いつまでに、どの範囲を、どのような方法で、既存化学物質の情報収集、安全性評価、法的措置を実施するのれすなわち、国は、ある製造  は、プログラム提案に記述したとおり恨  
量用人量以上の既存化学物質について、いっまでに、有害なもの及び安全性の確認されないものを市場からなくそうとしているのかを明確に提案し、その範囲（製造量／輸  更に、本プログラムの成鼎ま、化学物質の自主管理」リスクコミュニ  

入量）、スケジュール、評価方法、実施方法等の妥当性について、まずパブリックコメントにかけるべきである卜既存化学物質の情報収集だけではなく、早急か安全性の総点  ケーション、各種法制度における安全性評価などへの活用が期待されま  

検■－と1髄的措置の実施■が要求されていることを認識すべきである。   す。収集した安全I封宥和に基づく、安全性評価やそれに基づく法的措置  

健由）  などについては、それぞれの法制度の透間こおいて、適切に判断される  

（け1＿国民の懸念は、既存化学物質の安全性情報がないことだけではなく、安全性が確認されていない非常に多くの化学物質が市圭割こ出ているということにある。  こととなると考えております。  

（D、2．化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律案に対する附帯決議（細院商工委員会、昭和48年6月22日）において、「既存化学物質についても、その安全性確認  

のため、早急に総点検を実施し、その結果、特定化学物質として指定された化学物質、・＝については、環境汚染の遊行を防止するため、すみやかに回収命令の発動、勧告等必 吻安全性情報を収集する際の優先度については、よりリスクが高いと考  

要な措置を溝ずること」－としており、この決議がなされてからすでに30年以上経過しているが、いまだに実現していない。  えられる化学物質を優先すべきとの考えに基づき、α鳩番号べ←ヌで  
国内年間製造・絶入量が1，（X粕トン以上の有機化合物を優先情＃収集対  

（纏先して安全性情報を収集すべき化学物質の選定として唱内年間製造」乱入皇が1，（耕）トン以上」という基準は高すぎる。また、「1，（伽トン璃である物質の取扱いにつ 象物質としてリストアップしております。  

いては今後の検討課題である」として具体的な提案をせず、間頓解決を先送りしている。人の健康と環奨を守るという観点から、「1，（棋】トン以上」が妥当であるとする根拠を →方、国内年間製造・輸入量が1，（加トン未満である物質の取扱につ  

見出すことはできなし㌔  いては今後の検討輝とプログラムの提案書にも明記しており、本プロ  

（理由）  グラムの実施状況を踏まえて、今後検討することとしています。  

（沙1．参考4 に示される「優先情報収集対象物質の考え方」によれば、1，（X氾トン以上の化学物質の検出割合は的％となっている。この検出割合の定義が示されておら  

すこの数値をもって「1，00トン以上が妥当であるとすることはできない。むしろ、この検出割合抑％という数値を見ると、1，（伽トン以下の化学物質の安全性が確認さ（釦既存化学物質の安全性点検については、昭和亜年の化審法制定時の  

れないことについて、さらに不安が増す二  国会附帯決議に沿って、国が行ってきました。しかし、平成15年の化  

吻・2．OECDの高生産量化学物質点検プログラムを実現すれは、人の健康と環境を守る上で十分というわけでは決してない∴製造者又は輸入者当たり年間1トン以上製造又 審法改正に際し、厚生湘、経済産業省＼環境省の三省合同審議会に  

は輸入される化学物質を登録対象とする（初斯評価は10トン以上REAC什の理念と比べると、あまりにも隔たりがありすぎる。  おいて、既存化学物質の安全性点検については産業界と国が連携して実  
施すべきであるとの提割軌改正法棄のの国会審観こ際して、既  

（訝事葉音は、自主的に本プログラムに参画することとし，優先情報収集対象物質のうち情報収集予定のない物質について民間よりスポンサーを募集して実施するとあるが、情 存化学物質の安全性点検については産業界と国の連携により計画的推  

報収集ぼ自射ではなく、事業者にr・耕付ける－■べきである。  逓を図ることとする新たな附帯決議が行われました。本プログラムは、  

（理由）  これらを受けたもので、既存化学物質の安全性点検において、事業者の  

（畝1．事業者である化学物質の製造者または輸入者が化学物質のライフサイクル醜使用、及び処分〉における安全性の立証を行うべきことは、幸美者の責任として当然 方々には国と連携して、これまで以上の役割を果たしていただくことと  

なことである。事業者が安全性の確認されていない化学物質を市場に出すということは、人の健康と環境を守るという観点から許されない。また、そのことを法的に許してき したもので丸  
た国にも費任がある。国は巾自主肘▼ということで事業者の責任をあいまいにしてはならなV㌔  

（乱2．化学物質の情報を最も括っているのはその物質の製造者であり、その製造者が情報提供をするということが最も現にかなっている。  紬優先情報収集対象物質リストに掲載されていない化学物質について  

拗．3．民間よりスポンサーを募集するとしているが、必ずスポンサーがつくという保証がない。これはこのプログラムの実行可能性及び醸実性に関わることである。  も、既存の知見から有事性が見込まれる蓼合等については∴国として安  
全性頼朝を収集することとしています。  

（碩先して安全性情報を収集す‘べきイ物質の選定対象として、現時点では必ずしもその有害性が科学的に十分には証明されていなくても、環境残留性又は生体蓄積性の高い  

化学物質一たとえば過フッ素化合物類1パーフルオロ化合物類 PmS）など－は含めるべきである。  （由本プログラムにおいては、国内年間製造・輸入量が1，∝沿トン以上で  

（理由）  情報収集予定のない物質について、平成20年度までに情報収集を行う  

（粛．1．脚隆文は生体軸性は一般的には非可逆的であり、将来、その有害性が確認されてから措置をとっても手遅れになる。予防原則に基づき、事前に対処すべきであ 計画です。  

る。  プログラムの進捗状況については、毎年度把握してプログラム推進委  
員会に報告するとともに、平成20年4月以降には、プログラムの中間  

（5）「官漸’     収集・発情プログラム」には、情報収集のスケジューソレ（完了期限）が示されていない。実施する範囲と完了期限を明確に示し、国民に 評価を行うこととしておりますも  
対してその実施をコミットすべきである。明確な展望とスケジュールを示さず、成り行き任世で実施するということでは、あまりにもお粗末である。  



ない物質」として取り扱われる予定一紙  
（91，2，亀5－ベンゼンテトラかレポン酸無水物（（】AS番号紗儲用は、OECD評価予定となっておりますこ  

中間評価やリスト見直しの際の参考にさせていただきます。  

リストに掲載されている以下の2物質は同一物質ではないかと思われますが如何でしょうカ㌔  

2，4旭血ad札匹ね舶il皿組址 ソルビン酸カリウム  吃）OECD／HPVプログラムの公式Ⅵ庵bサイト  
・5 匹他出ium肛，D－be温－2，4一品∋n阻b 2，4－ヘキサジェン酸カリウム   tb肋装3・h．α（】1血b血夏）において確認しましたが、当該物  

質の情朝収集予定撞確認できませんでした一具体的な情報があれば政府  
事務局までご連絡くださVヽ  

（3）OECD．／／1刑7プログラムの公式W揚サイト  

t加掴－bd．血b触のにおいて確認しましたが、当謝  
質の憎朝収集予定l聴できませんでした。具体的な情報があれば政府  

事務局までご連絡くださしヽ  

（㊥両物質は幾何異性体の関係（シス・トランス体浪合物とトランス体）  

にあり、同一ではないと考えられます。   

23  （1）意見内容：リスクの観点から見た点検康先変の再設定   （わ意見番号18（カに対する回答と同じ。  

理由‥優兜情報収集対象物質リストにlも最終製品も中間物も含まれている。しかし、中間物は全量が最終製品に変化するものであり、環境中ノ、、の放出は極めて軽微な皇であ  

（分意見番号13也）に対する回答と同じ。      る。また、輸出用途に関しても同様な考え方ができる。リスト掲載の化学物質の製造・輸入量数値の算定においてlも自消用および輸出用の数値を差し引いた数値を採用し、  

改めてこの数値に対する点検優先度の設定をお願いいたします。  

（2）意見内容：製造・輸入量デ一夕の最新諏査  

理由＝中間物メーカーは数多く存在し、国内だけでなく、中国、インドメーか一も含まれる。メーカー一間の競争は激しく、シェアは毎年変動している。平成13年虔のデータ  

では、実状を正弛こ反映しているとは思えないので、最新データを調査し、これに基づき識費用が公平な負担となるようなコンソーシアムの実施をお軌、いたしますこ   

24  J叩弧チャレンジプログラム案の提案（以下、提案釦と優先情報収集対象物質リスト慄）（以下、リスト対における卿選定基準の取り方につい  （DUSチャレンジプログラムにおいて、”h血皿ny 恥Ⅷdけと  
て、意見を述べ、提案をさせていただきますこ   は、”Fl恥 S卿∬として取り扱われるために必要な情報（物質名  
・理  由   称、〔】AS番号、（情報収集の）開始年、連絡担当者及びその電話番号）  

（1糎葉書P6（5）「優先して安全性情報を収集すべき化学物質の選定」において、選定基準として、1）安全性評価済み、2）     予定あり、3）安全性情報収  が提出されていない場合を言います．本プログラムの情報収集対象物質  
集予定なし、の3つが挙げられており、3）について情報収集を行うとされています。ここで、1）2）3）は提案書P8に図示されていますように、OECD／HPVプロ  リストにおける           においては、USチャレンジプ  
グラムおよぴUSチャレンジプログラムにおいて評価「済み」、収集「予定あり」、収集「予定なしJということですが、リスト棄に「予定なし」として掲載された具体例  ログラムにおいて、鹿t phnが提出されている物質を「USチャレン  

（CAS－No 隷岨8・75・7 ピグメントエロー14）を採り上げて、その選定基準について意見を述べます。   ジ情報収集予定」として取り扱っておりま一九  
先ず、一児チャレンジプログラムのスポンサー状態と遵定基準の関係についてみますと、ピグメントエロー14のUSチャレンジにおけるスポンサー状態   海外における情報収集予定については、調査時から新たに収集予定が  

址b：仇vwwm乱血由一biI血D血   公表された物質、収集予定がなくなった物質があり得るため、今回パブ  
b比D伽m乱既他出班mvl璧れ＿ロdf   リックコメントを通じ寄せられた情報を反映するとともに、毎年、アッ  
ばP”と記されておりますの℃リスト案作成における「予定あり」と「予定なし」の選定基準は“F±則恥S間組，どⅠ司CCA肋娘G）mm血旭nrの状睦にあるも  プアートを行うことを予定しております。  
のを「予定あり」とし、”匹咄脚㌣N＝N成句闇0正eα，を「予定なし」とされているものと推掛、たしまもしかしながら、Ih血如血相とはいえ企業ま  
（加ECD等においてカテゴリー等を含む評価が行われていない以上、      たは事業者団体が、ほとんど完全に（叫bl止n虎dリスボンサーの約束をしている状掛こあるものと理解できますので、リスト秦の選定にあたっては、重複収集を避けるた  

めにも健葉書P2の4t）、”Ⅰヒ嘲帥朋柁ぜ，は「予定ありjと判断すべきでありま弟   情報収集の対象となります．カテゴリー評価の可能性（特に恥1id  
吻次に、OECD／HPVプログラムと選定基準の関係についてみますと、同上の具体例であるピグメントエロー14と構造の酷似する以下の3つの化学物質がSIAM16，  y曲wp加工血一（3CA王訓こ含めた形での評価の可能性）については、  
27－30May 2003 において、カテゴリー評価「済み」になっております．   個別に政府事務局までご相談下さい。なお、OECDにおいてカテゴリ  

b比D：胞計h□．旧d＿∩Ⅳ長【扇D血豆   ー評価が済んでいる物質のグループにある物質を追加しようとする場  



カテゴリー：n鮎ylidye肋Ⅳpi伊mel由一（3CA励   合等では、構造上の類似性、物理化学的性状のほか、既存の毒性等のデ  
Ilgme血協1】ロW12：（】AS6358・85－6   一夕を比較してカテゴリーとしての妥当性を判断する必要があります1  

n印加1鞄1】ⅣⅣ13：CAS5102・83・0  
ngment’恥1l【岬83：M5567・15・7  
OE（コD／HPV及びUSチャレンジにおいて、カテゴリー評価が活用されており、今回の貴提案プログラムにおいてもこの評価手法の活用が提案されていることを考慮すれば、  

化学構造の酷似するピグメントェロー14（（：AS摘－75・7）は「評価済みj と判断ナペきであり、同様の例の選定基準とすべきであると考えますこ  

以上、「優先して安全性情報を収集すべき化学物質の選定」における選定基準として、2つの提案いたしましたので、瀞、ただきたレ㌔以上   

25  （1）優先情報収集対象リストについて   （わ優先情報収集対象物質リストにおける製造・輸入量のオ」ダーは、  

このリストの調査時期や出所が示されておりませんが、製造・輸入量が現在の実態と合わないものがあるように見受けられます。   平成14年度に行われた「化学物質の製造・輸入量に関する実態調査（平  

化学工業I蘭毎外への生産シフト等により実態が以前とはかなり変化している可能性もあり、データの信用性を補完するためにも「リスト案」の見直しは絶対に必要と考え  成13年度実紗」に基づいています。その後の事業環境の変化等により  

ます。実状に合っていない物質リストの鮭用は結果的に多数のスポンサーなし物質の発生を招く危険性も高く、化学業界に対する不信感を招く事にも繋がりかねません。見直  製造・輸入が殆ど行われなくなった化学物質については、将来、新たな  
し作菓は、「安全性情報収集予定なし」の172物質に限定しても間箇ないと考えられますので、それ程時間を要する作業とも考えられず、上記の危険性とその結果が及l封十影  データに基づきリストの見直しを行う際、「もはや高生産生化学物質で  

響を考えても、スポンサー募集の前の物質リストの見直しは絶対に必要と考えます。   はなレ憾として取り扱われる予定‾F九従って、スポンサー募集前  
に優先対象物質リストの見直しi労〒いません  

（お事業者（スポンサー）間での費用分担とその公平性について  

（2）意見番号2α公に対する回答と同じ。      スポンサーが多数の場合は、複鰍、ら成るコンソーシアムを作成するとされていますが、その際の費用分担割合についてり可を楓こ誰が決定するか」が明らかとなっ  

ておりません。分割割合を市場シェアー削りにすることはカルテノ峰子為に繋がることが懸念されますので、この間曙を回避する方策を事前に明らかにしないと実際の作業に要  
する費用が計算できず、民間企業としてはスポンサーの表明も出来ないと考えます。  
既に進められているOECDのHPVでは市砦シェア一による負担を原則として採用しており、最も賛同が得られ易い策と考えます。更にその際には、その公平性を確保する  

ためにも、是非中立性を有する第3者（文相劃がコンソーシアムをまとめる事、または事前にそのル←ルを明確に決める事を掛、たします。   

26  意見内容とその理由について、以下に簡潔に記載させていただきます。また、理由についても可能な限り、根拠となる出典等を併記又は添付いたしました。   （1）①スポンサー登録状況の公表を行う際には、床則スポンサー名を公表  

（DU叩anチャレンジプログラム秦の提案」について（弊社の意見）   する予定ですこまた、スポンサーがカテゴリーアプローチを検討してい  
個々の化学物質の「リスク」を評価するた翻こ、各化学物質の有害性・危険性などを明らかにすることは非常に重要なことであると考えています㌔ただ、今回提案された本  る物質については、その旨記載する予定耽  

プログラムは以下I漬す‾点についての改良を加えた方がよりスムーズに運ぶのではないかと思っておりますも ご検討の程よろしくお敵、いたします。  

（1）②スポンサー登録状況の公表は、物質毎に、原則スポンサー「名を公表       （ヨカテゴリーを組んで本作菓を進める壌合にIもそのカテゴリーへの参加を他企業が検討する必要があるため、カテゴリーの範囲と参加企業名を公表した方がスムーズに進む  

のではないでしょうか？   する予定です1  

②「スポンサー」を表明した企業名を、その化合物喀とともに直ちに公開された方が、同物質で他企業の参加も促されるので良いのではないかと思っていおります㌔  
（1儲が試験等により安全性情報を収集する物質については、稚等に      （富国が識の実施等により安全性情報を収集する物質名及び右側が空欄である「スポンサー」を要請されている物質についての評価項目ごとの情報の有無は、企業との重複を  

避けるとともに企業が「スポンサー」として応募しやすくするためにもできるだけ早期の公開をお痛いしたいと考えております。   着手する前に公表します。  
④国民への情報発情はホームページでの公開を予定されておりますが、あくまで今回は化学物質の有著性・危険性、いわゆるレ、ザード」のデータのみとなると予想されますも  また、事業者の方々が「スポンサー」として応募しやすいよう、信頼  
先にも述べましたように、化学物質の有用性を考えると、「リスク」としての評価が重要なことは言うまでもありません。特に、「瞼の方々にその辺りの「誤解」が生じないよ  性の高いと考えられる国内外の各種の情報ソースにおける試験項目毎  
うに、ホームページの冒頭に「分かりやすく」その位置付けを明確に記すなどの十二分なご配慮をお願いしたいと考えております。   の安全性情報の有無について、国が調査し、結果を公表する予定で九  
（2）優先情報収集対象物質リスト（某）」について  

1）該リストで最右欄が空蘭の2物質について  （D④収集した情報の公表形式等については、わかりやすさ等に配慮し、  

今回のパブコメ時にご提示いただいた該「リスト」で、最右欄が空稀の以下の2物質について、弊吐としての意見とその理由（含む、弊社での生産状況・国際的な活動状況な  今後検討を行うこととしておりま一九  

ど）を下記に示します。  

①Ⅳアルキ／レベンゼン（（ヒ3～16）、【官報公示整理番号（3）・0021、CASトb．68648・防・2】  也）  

（意見）   1）①意見番号22（Dに対する回答と同じ。  

・本物質は、弊社としましては、本プログラムの対象物質から外すべきと考えておりますこ  
（理由）  1）②EHC等においては、一陣報がSⅡ巡項目と一致しない場合があり  

・本製品は、本製品のユーザーからの需要圭が減少したため、平成14年4月をもって製造を中止しておりま一九   ますので、本プログラムの対象から除外することは不適当と考えます。  
それ以降は、弊社での海外からの絵入・販売もごぎいませんまた、プラントについても全て解体撤去されており、今後についても本物質の製造予定は全くありません   これら信頼性が高いと考えられる情報ソースについては国がデータの  
②アセトアルデヒド、【官報公示整理番難）－唖5、（ニASNo．75－07－d   有無を調査した結果を公表することにより、情報収集に活用しやすくい  

（意見）   たします。  
・本物質は∴弊社としましては、本プログラムの対象物質から外すべきと考えております；   また、OECD／1王PVプログラム等海外における情報収集の取組にス  

（理由）   ボンサーとして協力された際はご連絡下さV㌔  

・本製品は、日本化学工業協会主導のICCA・HPVで、弊社はコスポンサー企業になる意思は伝えてありますっ  

2）わ及びb）      ただし、まだ、リード企業が不在の状況のままと聞いており、本HPVの作業は実質的に進んでおりませんbまた、本物質はPRm届出対象物質にもなっていることやアルコ  

ーソレの飲酒に伴う体内発生、あるいはタバコの煙中の存在、車の排気ガスからの発生などから、あまりにも多くの国内外の試験横関で試験・評価されてきており、今回必要と  既にOECD／HアⅤプログラム等に参加されている幸美者の方々の取組  

するSⅡ椙ベースの情報は、国の各省庁での評価や外国の公棚での評価（注1）などにより、国   につきましても公表させていただく予定です1スボンサ「登録の際、そ  



の調査可能な範囲内でデータ取得・収集が可能かと考えております。また、あまりにも多くの同種のデータがありますので、どのデータを採用するかについては専門家の豊富  の旨、政府事務局までご連絡くださレ㌔  
な国のレ′ウレでその作業を行われた方がよりスムーズに進むかと考えております。  
さらに、弊社では一昨年より本製品の主緋である酢酸エチルの製造を他の国内メーカーへ移管しており、生産量は平成13年当時より大幅に減少する見込みです，おそら  

く弊社は日本の中では最下位の製造業者となる見込みです1  

その上、PRTRでは、最大の発生原因は自動車によるものと推卸されていることから、中間体として製造しているメーカーが（特に弊社が主体となって）本データの噺引こ  

係るのはいささか疑問を感じぎるを得ないと考えています。  
（注1）具体的には、本物質についてI泌下のような既存楕戦があると考えています。  

由環境省での2004年10月に公開された2003年版の咋ヒ学物質のファクトシート」址b：〟www刀正rnet．b他血b舵仙∬1・011．pdr  

bt鴎伽p血tj㈱亜1011．pdf  
山旧通産省により1997年7月に公表された「既存化学物質安全性（ハザード）評価シート、光一9アセトアルデヒド」  

血tb肋間湖烏血由．劇血血d弼・9．馴好、  

d（独）製品評価技術基盤機構及び（独）イ、      により2004年9月に公開された「有碧性評価書No．61アセトアルデヒド」  
血tb伽由烏．n血．鉛．bh出払bづ11．1．n∬、  

郎厚生労働省の「室内濃度の指針値」の決定の際の調査  
伽wwmu≠m．b血血佗∝泡Ⅶ別1αZ鴨・乱出皿排1など）、  

e）米国EPA 統合的リスク情報システム（IRIS）によるリスク情報システム  
加ゎ仙錯乱郡醐】止m）、  
カカナ働こもとづく飯村、  。によるリスク評価書  
（btb伽∝．肥血bn【血n血I姐山瓢血血h血∋．血）  

∂国祭l      （IPCS）による環境及び睦康影響に関する評価文書凪EC発刊番号167）（b七b〟ⅣWW血d虻皿血出血b血血dd止167．  
肋1）、和訳抄録は国立医薬品食品衛生研究所の「舞姫保健クライテリア167」血tb仇叩mil鳩．m．b／DCBmIJgI粘b血圧ねk血血a王政局地1弘k13．旭止）、  

変異原性デ」タとしては、  
D米国国家毒性プログラム（NTP）  
蝕加肋血．n由b＿血▲血kl血1鳩∝dd＝名DDF4971－FIF6一打5E－74望鵬占2誠遇3山刀8）  
∂日本厚生労働省の変異原性が葡磨られた物質の通知脇引ヒ発第∝脚2号、平成14年9月26日）  
触仙j血訂．h爪Ⅳ8血i爪ⅣR虚l正1αB32）  

などなど。  

2）「優先情報収集対象物質リスト（案）Jに掲載の以下の2物質について  

一補足といたしまして、以下の2物質についての状況をお知らせしておきま・た  

dアルカン酸（（＞4～別）、【官報公示削一皿、CASNo．おl）2・10一山  
（糊  

・本製品は、（杜）日本化学工業協会とともにIm・HpVとして、1海外メーカーがリードとなり、弊社もコスポンサーとして参画しています（他海外複数社もコスポンサー）。  

該リード企業が平成16年秋のSIAM19を目指してS仏Rの原案まで準備していましたが、平成16年割こなり急遽本製品の生産を中止したため、SIAR原案を残し本HPV  
のリード企業も降りていますこ現在」弊社含め残されたコスポンサー数社で、今後の本HPVの進め方を相談・詰めている附したがって、該リスト（案）に記載のあ  
る「ICCA情報収集予定」で結構で王  

b）オクタノーづh伽，如心慮画血mp血lユ血【官報公示鮒）－21了、CASNo．6鮨27－略一頭  
（状況）  

・本製品のCAS番号は、弊社（当時の協和油化）からの報告リストからの掲載かと思いますが、これは各種オクテン類をオキソ化反応（㈹）し水素添加した後に得られ  

る物質ですので、そのほとんどが炭素が1つ増えた炭素数9のアルコーリレとなります。したがいまして、名称としては、「（イソ）ノニルアルコ・→レ」が適切かと思いますiた  

だし、本CAS番号のCAS上の定義がC8オレフィンとパラフィンが主体との妙なものとなっていることが最近判明しましたので、弊社では本CAS番号の採用を取りやめ、  
CAS番号 27458－94－2のイソノニルアルコールを採用・使用しております。なお、本製品は、現在、海外他メーカーとともに弊社はコスポンサーとして、この秋  
のSIAM21を目指し本HPVの作業を進めております。したがって、リスト（案）に記載のあるⅥECI）評防予定」で結樗で右   

27  計鹿什プチルフェノーソレ（G鳩 No．馳5・別・2）について、当社から提出した化学物質の製造・闘こ関・トる実態調査票に誤りがありまし島平成13年度に●t以上製造  意見番号10に対する回答と同じ。  

したと報告致しましたが、実際の製造量は過去6年間において●～●t程度でれ当社からの振出した数腺こ基づくリスト化であるならばりろトからの削除をお掛、致しま丸  

◆事務局注：ご意見中、一事業者当たりの製造・輸入量については「●トン」のように伏せ割こしました。   

28  （DoEC     以外の化学物軒こついては企業からスポンサーを募り、順次調査を進めるとあるが、企業の自主性に依拠せず、受益者負担（あるいは汚染者負担）的  （心意見番号21（釦に対する回答と同じ。   
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な考え方からすれば、本来使用している企業、業界団体から一定の資金を拠出させ、調査に必要な資金を積み立てる基金を作り、その基金をもとに順番に調査していくべきで   
ある。  （カプログラム推進委員会の委員は、職者、化学物質の製造・輸入  

事業者、化学物質の使用者、消費者、有識者等から／ヾランス良く選定し  

唆）プロジェクト推進委員会の委員柵裁こ関して、産業界関係者と同数の市民や消費者を代表する委員を選び、第三者委員と合わせて、委員の人数の公平性を担保するべきであ   たものと考えています。  

る。  

（㊥意見番号21（2）に対する回答と同じ。  

（3）一定のハザード情報のあるもの（たとえばGHS対象物質やMSDSの作成が義務付けられているものなど）は100Otという輸入、製造量の枠にこだわることなく、調  
査対象とするべきである。  （亜Japanチャレンジプログラムの趣旨のとおり、既存のデータがある物  

質については積極的にこれを活用しつつ、リストの物質について優先的  
（     リスト中で、     の欄が空白である農薬のクロロビクリンとMEPについて軋広く使用されているので、スポンサーが現れるのを待たずに、   に情報収集を進めていく予定です1  
Japanチャレンジプログラムとして優先的に情報収集するべきである。   

29  弊社は（社）日本化学工業協会の会員として今回のプログラムには前向きに取り組んで行く考えであります。事業者として効果的且つ効率的なプログラムの実現のため若干  （止本プログラムは、事業者に自主的に参加していただくものであり、コ  

の意見を提出します。ご検討頂ければ幸甚であります。   ンソーシアムの形成に国が関与すべきものではないと考えております1  

（1）意見その1：コンソーシアムについて独占禁止法の観点から何らかの措置をお軌、したしヽ  

＜理由＞  扮①本プログラムは、国内年間製造・輸入量が1，∝旧トン以上の化学物  

弊社では独占禁止掛こ抵触することがないように常日頃から周知徹底を計っているところであります。本プログラムのコンソーシアムにおいては同一物質を製造・輸入・版元  質について、優先的に情報収集を行い、広く国民に発信するものであり、  
する競蝕脚ミ費用負担及び所有情報について意見を交換し且つ協議することとなる。これら行為が本プログラムの趣旨に沿って行われる際には独占禁止法に抵触し  特定用途につき他法令で規制対象となっているという理由で情報を収  
ないとの公的な確諏がないとコンソーシアムの円滑な運営に支障をきたす虞がある。   集・発信する必要がなくなるとは考えておりません。しかし、そのよう  

な物質については、既に様々な安全性情報が存在すると思われますの  
（2）意見その2：優先情報収集対象物質リストには不適切な物質が含まれており除外すべき。  で、情報をもって改暦事務局までご相談くださしヽ  

＜理由＞  

本プログラムは、「化学物質の審査及び製造等の横制に関する法律（化審法）」で規定する既存化学物質に関して、OECD／HPVプログラムに基づくデ←タ（スクリーニン  （2）②意見番号29短）①に対する回答と同じ  

グデータセット：SIDS）を産業界により自主的に整衛することを目的としていると理解している。その観点から、たとえば農薬、医薬品、飼料添加物など他の法律におい  

也）③EHC等においては、情報がSⅡ鳩項目と一致しない場合がありま      て登録・承認を受けている化学物質は、当局に対して法に基づく要求データを提出し、評価を受けているものであり、すでに匡が法に基づきデータを所持しており、その内容  

に関して、再度、事業者が様式を作成・提出するといった過重な負担をかけるべきではないと考える。これはいわゆる縦割り行政の弊害との批判を避けるためにも必要と思料  すので、本プログラムの対象から除外することは不適当と考えます。こ  
される。OECDにおいても他の国際的枠組みの中で評価された化学物質はHPVの対象外と開いている。すでに担当当局（他省庁）が入手しているデータの公開において問題  れら信頼性が高いと考えられる情報ソースについては国がデータの有  

がある揚合には、当該当局を事務局に加えるか、又は、政府が様式を作成し提出者に内容の確認を求めるなどの方策をとるペきである。   無を調査した結果を公表することにより、情報収集に活用しやすくいた  
以上のことから幣牡で気が付いた下記の三物質はリストから除外することが適当である。   しますこ  

①CAS番号59－51－8のDLメチオニンに関して  

本物質は「飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和二十八年法律第三十五号）第二粂第三項に規定する飼料添加物であり、化審法の対象外であり、本物質をこ  

のプログラムの対象とすることは適切ではなV㌔なお、弊社では国内で本物質の飼料用途以外の用途は承知していない。  

②α店番号122－14－5のフェニトロチオンに関して  

本物質は農薬取締法及び薬事法に基づき農薬あるいは医薬品として登録・承認されている物質であり、すでに多くのデータが政柵こ提出され評価を受けているところである。  
今後、既存の農薬については、食品安全基本法に基づき食品安全委員会で評価を受け、その評価が終了されれば、その評価結果（「農薬評価書」）や評価資料の概要書（「農薬抄  

最」）が公表される予定である。  

したがって、本物質は今回のプログラムにおいて最低限必要とされているデータを含めたデータセットを政府が評価し、その抄録を公表することが予定されているため、今  
回のプログラム対象物質リストにおけるOECD評価予定とされている物質と同等（もしくはそれ以上）の評価が行われると考えられる。  

このことから、フェニトロチオンを本プログラムの優先物質とすることは適切ではなく、農薬再評価に関する抄録公開の状況を確認しその後に対応を考えるべきである。なお、  
このような情報の公開に関しては、すでに国に提出したデータであることを勘案し、本プログラムに基づく情報公開ノ＼の対応醐封は、政府が主体的に実施すべき  

である。なお、本物質はすでにWHO・mによる評価書取1血1men血馳止血C血由n且133，1992）が発行されているとともに、WHO作AOの農薬評価プログラム抑R：  
血1tM戎皿g皿Pe8血血8Re血）においても評価を受け一日許容摂取量仏DI）が設定されており、評価書が公表されている色（X旧年）。したがって、これらの点から  
も新たな情報        とすべきではない。  

⑳コAS番号75－07－0のアセトアルデヒドに関して  
本物質も上述のWHO・Ⅱ，（遥による評価書が発行され蝕Ⅳ血n址He北h Cd鹿血167，1労5）国際的な評価がなされている故に優先対象物質とすべきでない。以  

上   

30  く除目本化学工業協会は、既存化学物質の安全性情朝を煉することは重要という軌－ら、従来から国際的な協調の下でHpV（高生産量†醐の有事性評価を促  ＜総論＞本プログラムの策定にあたっては、プログラムの枠組み等につ  
適してきている。従って、今回のプログラムに関しても、基本的には産業界の自主的な取組みと位置付け、政府との連携の枠組みの中で積極的に推進していきたい。今回のプ  き助言を行う官民連携既存化学物質安全性情報収集・発信プログラム推   
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ログラムを進める上で、安全性については、産業界からの発言の機会を与えるべきであり、収集した情報の発信に関しては、いたずらに危険有害性をあおるようなものにして  
はならなVヽまた、国際的に訴和した、重複を避けるプログラムとすべきである。  

今回のプログラムを実効あるものとするためには、事業者が円滑に対応していけるようなものとすべきであり、プログラムの実務的な内容について、酢と産業界間で協議し  
て進めることが必要である。産業界としても、効果的で効率的なプログラムの実現を図るため、これまで進めてきた化学物質の稔合管理〈の取り組みの経験を活かして、引き  

緋き関連情報の提供や具体案の橙案などを行っていく。   

く各論＞  

「既存化学掛野町安全性情報の収集・発情に向けて  
－Japanチャレンジプログラム素噛について  

（Dプログラムの実施の枠組み  

①製造・輸入者以外の当該化学物質の使用者が希望する場合、積極的にプログラムへの参加が出来るように運用することが必要である。   

②国際的な動向も騰まえ、動物愛餞の精神庖充分に尊重し、既存情報の充分な活用を図るペきである。   

色）プログラムの流れ  

①労働安全衛生法など、化審法以外でデータ取得を行っている化学物質の情搾を充分に活用することが重要と考えられる。政府より情報開示をお帝いしたい。   

（誹政府の諏査結果については、出来るだけ早く公表して頂きたいい既存データの調査については、産業界は、手持ちデータの活用等により主体的に進めていく。   

③プログラムの実施に際して、OECD・HPVプログラムと同様にEfAの所有するデータを入手し、利用できるよう政貯として働きかけをして頂きたい。また、IUCIJDその  
他のデータベースの入手に閲し、担当する企業に情報の提供を行って頂きたV㌔   

④データの質の評価については、OECDの判断基準にしばられず、充分に科学的に信頼のおけるものは採用し、出来る限り数多くの情鞭を採用すべきである。   

（萱）積極的な嘩；ARの活用をはかり、可能な限り動物耐酸の実施を拭避することが必要と考えられる。   

⑥コンソーシアムを形成する場合、同一イヒ学物質を製造・絶入する複数の企業が費用負担その他について協藷することになる。独占禁止法違反との関係も含めて、コンソーシ  
アムの円滑な運営が図れるよう、政府として、ガイダンスを作成して頂きたも㌔   

⑦過去のOECD・SIAMにおいて、幾つかの化学物質群がカテゴリーアプローチを用いた評価を適用している。しかしながら、カテゴリーアプローチでの評価は、化学物質の  

類似性の議論とそれ軌叫ヒ学物質の安全性試験結果・情報を組み合わせて行うものであり、どれだけ柔軟性を持って、試験結果・情報を当てはめることができるかが重要で  
ある。また、類似とみなされる化学物質群の検討に1年以上の時間を要する場合があることを理軌、ただきたし㌔更に、カテゴリーアプローチでは、適切に評価できなかった  

場合でも、当該化学物質それぞれの情報取得・整備は進んでいることも鞠、ただきたき、柔軟な対応が出来るようにすることが必要である。   

⑧データの公表に関しては、営業秘密の観点からも公表企業にとって不利にならないよう配慮して頂きたレ㌧また、国が取得したラL一夕の所有権について充分な検討をして噴  

きたい。   

（カプログラムの実施体制   

枠組みをっくるだけではプログラムは進行しない。関係部署連絡会が必要な事務局機能を担うとしているが、コンソーシアムー、の支援等、実務的な事務局機能を持った体  
制造りが必要である。   

（粛 既存化学物質の安全性情報収集における優先度の考え方  

①今回のプログラムの情報を収集する物質の選定については、リスクの観点からの優先度設定を入れたOECDの考え方によるべきである。   

②中間物、閉鎖床用途など暴露の可能性の低い低懸念の物質については、稚項目の免除等、横和措置を考慮すべきである。   

（扮優先して安全性情報を収集すべき化学物質の選定  

①我が国も参画しているWⅡ0によるEHC★（注・l）、CICAD色★（注・2）については、国際的に検証・確瓢された情報にもとづく評価結果の報告書であり、既に評価済みと考えら  

れる。EHC、CICAI鬼が発行されている化学物質は、プログラムの対象から外すべきである。  

進委員会に貴団体を始め産業界の代表にも御参画いただき、御意見をい  
ただいているところで九プログラムの実施に当たっては、事業者団体  
等と連携し、事業者がプログラムに参加しやすいような体制を整備して  
まいりたいと考えております。   

（リ①本プログラム！こおいて札優先情報収集対象物質リストに掲載され  

ている化学物質の製造・楓入事業者の方以外でもスポンサー登録をして  
いただくことが可能性   

（渦舞存デ」タについては信頼性を確認した上で、積極的に活用するこ  

ととしております。   

鵬情報収集の対象となる項目の中で、国が行った既存点検のデータが  
ある場合には、他の既存データ同様引用することが可能で石   

垣）②事業者の方々が「スポンサー」として応募しやすいよう、信頼性の  

高いと考えられる国内外の各種瑚青報ソースにおける試験項目毎の安  
全性情報の有無について、国が輌査し、結果を公表する予定で王   

位）③米国院境保護庁肝心は、US■HPVチャレンジプログラムを通  
じて収集された高生鹿討ヒ学物質り安全性情報について、人々がアクセ  
ス可能となるようにすることを目指している旨表明しています。  
ぐF陀q聴ndy心血ed恥畠血mゴ’，阻745サ98・0028   
また、事業者の方々が「スポンサーJとして応募しやすいよう、信頼  

性の高いと考えられる国内外の各種の情朝ソースにおける試験項計毎  
の安全性情報の有無について、国が訴査し、結果を公表する予定ですこ  
（許しくはプログラム実施要領をご参照下さい。）   

也）④本プログラムにおいて収集される安全性情報は、広く国民に発信す  

ることを予定しているため、信頼性が確保されている必要があります。  
既存データの信頼性については、政府が委嘱する専門家が確蕗をするこ  
ととなっており、科学的に説明可能なもの（専門家の判断用として容認  

できる研究またはデータ）を活用していく予定一紙   

（2駆血‡肇鄭亀点では充分な信頼性が得られるものと考えておりま  

せんが、鵬験の削減、効率的な安全性評価に資するため、国におい  
ても引き続き開発を行ってまいりたいと考えております。   

（劾⑤意見番号2如Dに対する回答と同じ。   

（カ（訓ヒ学物質のカテゴリー評晰は、安全樹青報の効率的な収集及び動物  

愛観点からその積極的な活用が強く期待されておりますが、カテゴ  
リーの組み方等についてlも手法開発の要素が残っているものと常識し  

ておりま一九個々のカテゴリーの妥当性については科学的見地から専門  
家の助青等をいただきつつ、適切に判断されるものであり、ある程度時  
間がかかるものであることについては十分理解しておりますも   

但）⑧本プログラムにおいて収集された情報の公表に当たってiよ営業秘  

密及び化学物質の安全性情割にかかる知的財産権に配慮し、形式等につ  

きましては今後検討する予定で九  

12   




